
■ 事業仕分けの縮減評価を踏まえ

■ 乳業再編事業は機構財源で措置へ

平成22年度の予算編成は、政権交代前の昨年８月末、

各省庁が例年通りに財務省に概算要求したが、政権交

代後の10月に出し直された。その後、各省庁が概算要

求した事業の必要性を抜本的に見直すため、政府の行

政刷新会議は11月に事業仕分けの作業を実施した。事

業仕分けは、国会議員や民間の有識者が、事業目的の

妥当性、有効性、効率性などの視点から、各省庁の事

業を公開の場で評価するもので、その模様がインター

ネット中継されたこともあり、大きな話題となった。

牛乳乳製品課関係では、乳業再編整備等対策事業、

学校給食用牛乳等供給推進事業、牛乳乳製品消費拡大

特別事業、国産チーズ供給拡大・高付加価値化対策事

業の４事業が事業仕分けの対象となり、いずれも予算

額の「縮減」が評決された。

仕分け作業などを受けて昨年12月に閣議決定した農

水省予算は、前年に比べて４・２％減額されたが、民

主党のマニフェスト（政権公約）に掲げられた戸別所得

補償制度について、コメ農家を対象にしたモデル事業

予算として5,618億円が新規計上された。

しかし、牛乳乳製品課関係では、事業仕分けで縮減

と評決された乳業再編事業は一般会計予算（国費）での

予算計上が見送られた。牛乳乳製品課は乳業再編事業

について「一般会計はゼロとなったが、事業自体はな

くなっていない。22年度は、農畜産業振興機構の事業

（畜産物価格・関連対策）として、同機構の財源（畜産業

振興資金）を活用して実施する。今後、財政当局との

間で、予算額や事業内容をどうするのか折衝していく」

とし、21年度中に決定する22年度の畜産物価格・関連

対策の中で、具体的な仕組み、予算額を決定する方針

を示している。

■ 学乳事業は学乳供給に特化

■ 普及啓発は効果的な内容に絞り込む

また、事業仕分けで縮減と評決された学乳事業につ

いては普及啓発の事業メニューが削減された。牛乳乳

製品課は「22年度は学乳を供給するメニューに特化し、

一般会計で計上された13億8,100万円だけで実施する。

普及啓発事業の部分は（事業仕分けで縮減と評決され

た）牛乳乳製品消費拡大事業の見直しの中で、より効

果的なものに絞り込み、22年度の畜産物価格・関連対

策の中で決める」としている。

学乳事業の具体的な変更点は、副読本の作成など普

及啓発活動の廃止であり、①事業仕分けで評価された、

遠隔地への輸送費などの供給コスト増に対する補助率

を３分２助成から定額助成に引き上げる、②ＨＡＣＣ

Ｐを取得した乳業工場から学乳を供給した場合は、１

本（200cc）当たり20銭の奨励金を新たに交付する、③

大型容器や学乳未実施校の飲用促進の取り組みは維持

する―となっている。
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平成22年度一般会計予算決まる

チーズ事業は新規計上も乳業再編事業は見送り
政府は昨年12月25日、平成22年度一般会計予算を閣議決定し、農水省の予算総額は2兆4,517億円で前

年に比べて4・2％減となった。牛乳乳製品課関係では、チーズの奨励金交付事業が新規に認められたが、

乳業再編事業は一般予算での計上が見送られ、今年度中に決定する22年度の畜産物価格・関連対策で措置

されることになった。
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■ チーズ事業、奨励金事業は全額計上

■ 機構事業から一般会計予算に衣替え

新規事業として認められた国産チーズ供給拡大・高

付加価値化対策事業のうち、チーズ向け生乳供給量が

過去３年間の平均供給量に比べて拡大した場合、１㌔

当たり20円の奨励金を交付する国産チーズ供給拡大対

策事業は、概算要求額の28億1,800万円が全額認めら

れた。

この事業は、21年度で事業終期を迎える農畜産業振

興機構の畜産業振興事業「生乳需要構造改革事業」のう

ち、チーズの奨励金事業を一般会計予算による事業に

新たに衣替えしたもので、22年度から中期的な事業と

して実施することになった。

一方、国産チーズ供給拡大・高付加価値化対策事業

のうち、国産ナチュラルチーズ製造の指導者養成のた

めの研修、チーズバットなど製造技術向上に必要な器

具機材の整備などに助成する国産ナチュラルチーズ高

付加価値化対策事業については、事業仕分けで縮減と

評決されたことから、研修会は全国10カ所で開催する

ものの、器具機材の整備は５ヵ所から３ヵ所に減らし

た。この結果、概算要求額に対して1,300万円減の

9,600万円が新たに計上された。

■ 補給金、ナラシ事業などは要求額をほぼ確保

■ 補給金単価は例年通り今年度中に決定へ

次年度の補給金単価は例年、２～３月の畜産物価

格・関連対策の中で、限度数量とともに決定されるた

め、今回は21年度の補給金単価１㌔当たり11円85銭に

限度数量195万㌧を乗じた231億円が所要額（国費と農

畜産業振興機構の財源の合計額）として確保され、22

年度の畜産物価格・関連対策の中で具体的な単価が決

定される見通しとなった。

また、加工原料乳生産者経営安定対策事業（ナラシ

事業）は、財源となる生産者と国が「１対３」の割合で

拠出する基金規模で要求額と同額の60億円を確保。需

要に応じた生乳生産の推進を図る取り組みを支援する

生乳流通対策推進事業は2,900万円が計上され、いず

れもほぼ要求額を確保した。

■ 酪農飼料基盤は資源循環型酪農推進事業に改称

■ 所要額は前年並みの64億円を確保

このほか、畜産企画課が06年度から５カ年事業とし

て実施してきた「酪農飼料基盤拡大推進事業」は、昨年

10月の概算要求の出し直しで事業名を「資源循環型酪

農推進事業」（要求額64億4,600万円）に変更したものの、

所要額、事業の仕組みともに前年度と同じ内容が認め

られた。

今回の一般会計予算は、政権交代でマニフェストに

掲げられた事業が優先的に盛り込まれたほか、概算要

求の出し直しや事業仕分けの影響で、編成作業や予算

の内容が従来と大きく様変わりした。牛乳乳製品課関

係でも乳業再編事業の国費計上見送りや、学乳事業で

は消費拡大事業と重複が指摘された普及啓発事業が削

減され、今年２～３月に議論、決定される22年度畜産

物価格・関連対策に結論が持ち越された。

ただ、行政刷新会議は昨年12月25日の一般会計予算

決定と同時に、独立行政法人、公益法人の事業などを

見直す方針を閣議決定している。この動きが、今回先

送りされた各事業を含めた畜産物価格・関連対策の今

後の行方にどのような影響を与えるのか、行方が注目

される。
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